
第 7章

グローバル・タックス収入の支出の効果

国際医療品購入ファシリティと京都議定書適応基金の事例

森晶寿

はじめに

これまでの章では、グローバル・タックスが地球規模課題を引き起こす活動を

いかに縮小するかを検討してきた。ところが、グローバル・タックスは、途上国

にとって優先度の高い地球規模課題の克服に取り組む多国間機関や多国間基金を

財政的に支える手段としても構想されてきている。

この背景には、既存の多国間機関が途上国固有のニーズや社会的脆弱性をプロ

グラムに反映していないとの批判が高まったことが挙げられる (Grasso2010)。

既存の多国間機関は、資金拠出の安定性や予見性において主要な資金拠出者であ

る先進国ドナーの意向が強く反映されている。これは IMF(International 

Monetary Fund)や世界銀行等のブレトンウッズ機関だけでなく、先進国が途上

国の地球環境問題対策の実施を促す資金メカニズムとして設立された地球環境フ

ァシリティ (GlobalEnvironmental Facility: GEF) も同様である。このため、多

国間機関が途上国固有のニーズや社会的脆弱性をプログラムに反映させるには、

理事会の投票権を途上国により多く配分するガヴァナンス構造に変えることが不

可欠と主張された。さらにパトマキ (2015)は、国家が超国家機関と一体となっ

て、またその監視下に置いてグローバル・タックスを徴収し、意思決定システム

に政府・議会・グローバル市民社会の代表が参加できるようにすることを提案す

る。

ところが、ガヴァナンスが途上国主導となれば、先進国ドナーは自らの意向を

反映することが困難になり、資金拠出を削減することが予想される。また途上国

主導のガヴァナンスでは、資金を効率性よりも衡平性を重視して配分するため、

受取国のレント追求活動を助長し、資金使途の透明性や成果に対する説明責任を

確保しにくくなる (Moyo2009)。さらに、所得水準が高いことを理由に感染症
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や気候変動の脆弱性の高いコミュニティに配分されなければ、支援の効果も低下

する (Remlingand Persson 2015)。あるいは支援を通じて提供される解決策が必

要とされる人々に購入可能な価格では供給されないかもしれない。

そこで主に市場取引に依拠した財源を持つことができれば、先進国ドナーの意

向とは無関係に支援を継続することができる。実際に現在グローバル・タックス

として課税されているのは、航空券連帯税、クリーン開発メカニズム事業の収益

課税、金融取引税、ノルウェー政府の航空部門に対する CO2排出税、ドイツ政

府の欧州排出枠取引の初期配分のオークション収入課税と、全て市場取引に主に

依拠したものである。そして提案されている課税も、通貨取引税、炭素税、国際

億万長者税等、主に市場取引に依拠したものが多い (UNDESA2012)。

こうした異なる財源が資金供給の成果にもたらした効果の事後的な検証は、こ

れまでほとんど行われてこなかった。上村 (2015)は、 NGO代表の理事会への

参加と理事会に入れなかった国や組織の声を拾う組織の存在の二つの観点から、

国際医薬品購入ファシリティ (Unitaid) とグリーン気候基金 (GreenClimate 

Fund: GCF)のガヴァナンスを検討し、 Unitaidが他の多国間機関や多国間基金

よりも民主的で透明性と説明責任が高いと評価している。ところが、民主的で透

明性と説明責任が高いガヴァナンスが資金配分や感染症の改善や気候変動防止に

もたらした相違は検討していない。

この理由として、反証仮説の設定と定量評価の困難が挙げられる。事後評価に

必要なベースラインデータや定量指標の収集は容易ではない。投入が期待される

成果をもたらすには、まずアウトプットやアウトカムに期待通りの変化を及ぽす

ことが不可欠で、その上多様な利害関係者が想定通りの行動を取ることが必要と

なる。

そこで本章は、グローバル・タックスが地球規模課題の解決に果たした役割

を、 Unitaidと適応基金の支援事業を事例として定性的に明らかにすることを目

的とする。先行研究から多国間基金による支援が成果をもたらす要件を導き出

し、それを評価基準として成果をメタ分析することで、今後定量的な分析を展開

するための基盤を提供する。
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第7章 グローバル・タックス収入の支出の効果

1 成果の評価枠組みをめぐる議繭

(1)多国間基金による支援がより大きな効果を発揮する要件

多国間開発銀行は、ドナーからも受取国からもより多くの資金を配分する圧力

を受けてきた。ドナーは多国間基金や多国間開発銀行の専門性やプログラム管理

能力を活用することで、二国間支援よりも高い成果を期待できる。受取国の政治

エリートも、民間資金のようにリスクと収益に予測に基づいて資金が配分される

わけではなく、成果に対する説明責任を果たさなくても支援が増額されれば、レ

ント獲得機会を高めることができる (Knack2001; Moyo 2009)。こうした圧力の

下で、多国間機関は承認文化が形成され、職員は支援プログラムや事業の件数や

融資額で評価されるようになった (Nielson,Tierney and Weaver 2006; Weaver 

2007)。同時にドナーは多国間開発銀行に対して、成果に対する説明責任を果た

すことを求めてきた。

ところが、多国間開発銀行が支援してきたプログラムや事業は、任務とされた

社会・環境目標を達成していないとして批判されてきた。その原因として、 2点

が指摘された。一つは、説明責任と承認の文化との二律背反である。承認の文化

が強いほど、支援プログラムの環境社会影響を考慮せずに実施する誘因を持つ。

他方で説明責任を果たすために多国間開発銀行の意思決定を厳格に管理するほ

ど、その専門性を活用した革新的な方法や実験的な事業を実施する誘因を失う。

他の一つは、過去の成果の低さを理由とした支援削減の困難である。多国間開発

銀行はガヴァナンス上の問題を抱える多くの低所得国に支援を行っている。この

ため、プログラムや事業の成果の発現の不確実性が高い。ところが多国間開発銀

行の目的は、民間資金へのアクセスが困難な地域に投資を行うことにある。この

ため、ドナーは低い成果を長期の開発を実現するための必要経費と見なすように

なる (Collieret al. 1997)。

そこで多国間開発銀行が成果に対する説明責任を果たすように、四つの方策を

導入してきた。具体的には、 (1) プログラムや事業の執行機関の監査や査閲パネ

ル等の行政手続き、 (2)説明責任メカニズムの導入と情報公開による市民社会の

監視機能の強化、 (3)専門家による事後評価を通じた不確実性の減少、 (4)事後

評価情報の組織的・体系的な活用による上位の意思決定への統合である (Bun-

taine 2016)。
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しかしこれらの改革は、すべて実施されたとしても、受取国や最も必要とする

人々のニーズを満たすわけではない。特にドナーと受取国や潜在的神益者との間

で関心や優先順位に相違がある場合には、受取国や潜在的稗益者は支援プログラ

ムや事業に対して当事者意識をもたず、その成果の不確実性は改善されない。実

際に1990年代の環境・気候変動支援では、受取国が国内の環境問題への対応に高

い優先順位を置く中で、先進国ドナーが地球環境問題への対応を目的とした支援

を行ったため、高い成果をもたらさなかった (Keohane1996)。

このことは、成果を設定する際には、受取国や潜在的婢益者のニーズを十分に

考慮する必要があることを示唆する。この点を踏まえて、 Easterly(2006)は、

援助が高い成果をもたらす要件として、 (1)先進国ドナーの政策と潜在的神益者

の関心の一致、 (2)対象が個別の解決可能な問題、 (3)具体的で数値化されてい

る目標や、努力と成果の間にはっきりした関係の存在、 (4)稗益者のニーズに関

する整理された情報、 (5)援助に対する現場の人々のフィードバックと先進国ド

ナーの現場の人々に対する説明責任の確保が不可欠と指摘している。

このうち目標の具体化や数値化、投資や活動と成果の間の因果関係の明確化に

関しては、多国間機関の事業で定量的な成果ベースの管理 (result-basedman-

agement)が用いられるようになっている。特に感染症対策は、信頼できる反証

仮説を立てやすく因果関係を特定化しやすいため、この管理方法が分析や評価に

用いられている。ところが、この方法を適応策の評価で用いるのは、感染症対策

ほど容易ではない。地域の文脈の固有性が高く、成果の顕在化まで長期間を要す

るため不確定要因も多く、また気候変動とともにベースラインの気候変動リスク

も変化するため、信頼できる反証仮説を立てにくく、データ制約も大きいためで

ある。

(2) Unitaidと適応基金による支援がより大きな効果を発揮できる要件

Unitaidと適応基金が対策を支援する三大感染症と気候変動適応は、解決には

長期のコミットが必要で、 ドナーによる解決策の供給とそれに対する潜在的稗益

者の受容行動の結合生産によって成果がもたらされるという特徴を持つ (Bours

et al. 2014)。潜在的碑益者の選択は、社会経済要因、利用可能なインフラ、サー

ビス供給者の慣行、感染症や気候変動脆弱性やその影響に対する認識に影響を受

ける。このため、支援と潜在的神益者のニーズがマッチしなければ、供給を増や
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第7章 グローバル・タックス収入の支出の効果

しても期待した効果を実現できないラストマイル問題を起こす。

ラストマイル問題を克服するには、 Easterly(2006)が列挙した供給者と神益

者を結ぶ組織やネットワークの改善に加え、効率的な解決法の選択、それに対す

る最も必要とする人々のアクセスと購入可能性・受容性の改善、及び供給者のガ

イドラインの遵守が必要となる (Matoweand Adeyi 2010; Banek et al. 2014)。そ

して受容性を高めるには、潜在的婢益者の参加、既存のシステムの包摂、サーベ

イランスシステムの開発を含めた柔軟な支援戦略が不可欠となる。潜在的神益者

の参加は、支援内容にそのニーズを反映させられるだけでなく、その感染症や気

候変動脆弱性の改善による私的便益に対する認識を高め、支援に対する当事者意

識の向上を可能にする (Brownet al. 2013; Ashraf et al. 2016)。受取国の既存の

システムの包摂は、遠隔地のコミュニティヘの解決法へのアクセスを容易にする

とともに、その管理を可能にする。そこでインフォーマルセクター等での不適切

な慣行を改善できれば、説明責任の向上や支援の透明性を強化することが可能に

なる (Res2017; Brown et al. 2013)。さらにコミュニティレベルでサーベイラン

スシステムを構築すれば、優先的に支援すべき地域の確定や支援の成果の把握が

容易になり、説明責任の向上が期待できる (Res2017)。

そこで本章では、グローバル・タックスを主財源とする Unitaidと適応基金

が、社会経済要因及びラストマイル問題をどのように克服したのかに着目してそ

の効果を探究する。

2 Unitaid 

(1)概要

Unitaidは、途上国における HIV/AIDS、マラリア、結核の治療・ 診断・予防

のための品質保証された医薬品が世界で最も貧しい人々の手に届き、活用される

ように市場を形成することを目的として、 2006年に設立された。 Unitaidは、三

大感染症の原因を、医薬品に対する市場アクセスの困難、及び製薬会社や流通業

者の安価で品質の良い医薬品に対する持続的な投資・革新・供給誘因の欠如にあ

ると見なす。そこで、品質の良い医薬品の大量調達による安価な供給と、製薬会

社に投資・革新・供給誘因を喚起するためのグローバルな市場の形成を推進して

きた (Unitaid2012a)。

149 



図表7-1 Unitaidとグローバル・ファンドの年間支援額
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出所： Unitaid (2012: 2016a)及ぴグローバル・ファンド年次報告書，各年版を基に筆者作成。

ところが、これら感染症の世界的流行を防止する多国間非政府機関として

GAVIアライアンス (GAVIAlliance) と世界エイズ・結核・マラリア対策基金

（グローバル・ファンド）が既に設立されており、後に予防接種のための国際金

融ファシリティ (InternationalFinance Facility for Immunisation: IFFim) も設

立された。特にグローバル・ファンドの資金規模は Unitaidの10倍以上のため

（図表 7-1)、活動の重複回避と相乗効果の創出が不可欠であった。そこで活動

内容は大規模な調達グループの形成に限定し、支援対象をグローバル・ファンド

等のパートナー機関が支援する小児用抗レトロウィルス薬 (antiretroviral:

ARV)、成人用第 2選択 ARV、長期残効型蚊帳 (long-lastinginsecticidal n~ts: 

LLINs)、多剤耐性結核 (MDR-TB)治療薬等の解決が有望でかつ小規模でニッ

チな市場の医薬品とした (Unitaid2018)。

その後、従来の抗マラリア薬のクロロキンやアルテミシニン誘導体単独療法

(AMT)を代替するアルテミシニン誘導体多剤併用療法 (ACT)や、マラリア

用迅速診断テスト (rapiddiagnosis testing: RDT)等、市場分析に基づいた有望

な製品の WHO事前承認と市場販売パイロット事業への支援を対象に加えた。

そして国連2030年持続可能な発展アジェンダでユニバーサルヘルスが達成目標に

掲げられたことを受けて、支援対象を C型肝炎等の三大感染症との同時感染症

ゃ、母子保健 (RMNCH) と薬剤耐性 (AMR)対策へと拡大した。
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(2)成果

Unitaidが支援した市場ベースの解決法は、 2006-15年の10年間に、より効果

の高い医薬品と診断方法の市場での安価な供給を増やしてきた (Unitaid2016b; 

Dalberg 2016)。研究開発を支援した200種類以上の医薬品と 60の診察手段が

WHOで事前承認された。 HIV/AIDS対策では、小児用抗レトロウィルス薬の価

格を80%、成人用第 1及び第 2選択 ARVの価格を60%低下させ、薬剤特許プー

ルを通じて途上国の HIV感染成人の95%をカバーできるようになった。そして

農村での普及が課題とされてきた新規で使用が容易な診断機材を、マラウイ、ジ

ンバプエ、ザンビアの農村に75万台設置した。

またマラリア対策では、共同購入を通じて長期残効型蚊帳や屋内散布可能な新

たな殺虫剤の市場を拡大し、安価販売でも民間企業が収益を得られる市場へと成

長させた。また注射可能なアルテミシニン誘導体多剤併用療法 (ACT) を4億

個配布した。さらに結核対策でも、パートナー機関を通じて、 150万人の結核患

者に第 1選択ないし第 2選択の治療薬を供給し、 GeneXpertR等の迅速診断機

材を21カ国に140万台設置した。

(3)成果を上げた要因

Unitaidが成果を上げた要因として、三つを挙げることができる。

第 1に、支援内容を市場ベースの解決法と革新的な解決手法を明確に実施して

いるプロジェクトに限定した。共同調達は消費者市場を創出し、ストック循環戦

略は市場の需要を強化することで、医薬品のビジネスモデルを「少量販売・高利

幅」から「大量販売・小利幅」へと変え、市場競争と低価格化を促してきた。そ

して WHO事前承認プログラムは、成人用第 2選択 ARV等の新規の優れた保健

医療製品を特定することで、ジェネリック医薬品メーカーによる開発と市場への

参入を促してきた。そして農村や遠隔地に流通ネットワークを有するパートナー

機関を選定することで、医薬品を可能な限り効率的に配送し、途上国の行政機構

を通すことによる横流しリスクを防止しようとしている (Unitaid2016b)。

そして成果指標を、医薬品市場における価格や WHO事前承認を受けて市場

に投入された医薬品数等の技術効率性に限定することで、支援とその成果の間の

関係を明確にしようとしている (Fan2012)。そして支援終了後も市場価格を監

視・公表することで、受取国にも支援によって得られた成果を持続させ、神益者
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の購入可能性を確保する誘因を持たせ続けようとしている (Unitaid2017)。

第 2に、世界的に知られている保健実施機関が実施する期間限定のプロジェク

トを通した支援を行っている。 PEPFAR、USAID、ビル＆メリンダ・ゲイツ財

団、マラリア治療薬購入促進機関 (AffordableMedicines Facility-malaria: 

AMFm)等との共同調達は、医薬品製造会社との交渉力を高め、 Unitaid単独で

は困難であった小児用抗 ARVの多剤混合薬や ACT、新たな結核迅速診断検査

装置の価格の引き下げを可能にした。また、 AMFmやクリントン・ヘルス・ア

クセス・イニシアチブ (CHAI)が実施するプログラム、ストップ結核パートナ

ーシップが運営する世界抗結核薬基金 (GlobalDrug Facility: GDF)への支援は、

ACTの途上国の地方の診療所や民間薬局への配送と販売、低所得国での小児用

HIV治療、乳幼児向け HIV臨床現場即時検査 (Pointof Care test)技術の導入

を可能にした。また MDR-TB治療薬の在庫切れによる供給の不安定性への対応

も可能にした。さらに、 WHOの新薬審査の迅速化は、途上国向けに開発された

新薬の安全性と有効性を保証し、 TBアライアンスとの協力は、製薬会社に市場

で販売可能な結核治療薬の開発を促している (Unitaid2016b)。

第 3に、患者やコミュニティ、現場で医薬品のアクセスに従事する NGOとの

協働関係を構築した。市民社会組織に投票権理事の議席を配分し、市民社会組織

理事が専門家で構成される市民社会組織提言機関からの知的所有権や医薬品のア

クセスに関する知見を、コミュニティ支援チームが現場のニーズを理事会に報告

することで、その見解や関心の的確な把握を可能にしている (Doble2009)。そ

してコミュニティ支援チームは、支援事業の現地相談会や視察を組織し、患者や

現地の医療従事者、事業実施主体との面談を通じて、事業の達成度や課題、改善

点を学習する機会を設けている。このことが、支援を必要とする人々に対する説

明責任の向上を可能にしている (Fraundorfer2015)。

(4)課題

ただし、こうした形態での参加は、必ずしも成果の高い活動を行うパートナー

機関や効果的な治療・診断方法を選択することを保障しているわけではない

(Fraundorfer 2015)。パートナー機関は申請順に審査され資金が配分されること

になっている。しかし実際には、 CHAI、グローバル・ファンド、 UNICEF、

GDF、WHO等の10の大規模な多国籍パートナー機関が資金配分の既得権を持っ
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ており、新規参入の余地は限られている。しかも医薬品の配送はこれらパートナ

ー機関に依存しているため、そのネットワークの弱い地域では配送状況は必ずし

も追跡されているわけでも、持続可能で国内調達可能なサプライチェーンが構築

されているわけでもない1)。しかも、 Unitaidは、受取国の政府機関や NGOへの

資金配分やサービス供給システムヘの支援を禁止している。このため、支援終了

とともに配送システムが機能しなくなるリスクがある (Fan2012)。

また、市場での安価な供給は、必ずしも優先的に対処すべき人々の購入可能性

や受容性を高めたわけではなかった。 HIV/AIDS対策においては、安価で貧し

い人々の需要の高い成人用の第 1選択ARVや第 1選択結核治療薬ではなく、よ

り高価な成人用第 2選択 ARVや多剤耐性結核 (MDR-TB)治療薬を支援対象と

している。このため、多くの貧しい人々はどちらの治療薬の購入も困難なままに

されている。

マラリア対策においても、購入可能性や受容性は必ずしも高められたわけでは

ない。 ACTは、 2003年の WHOのマラリア処方指針の転換 (WHO2006) を受

けて、グローバル・ファンド及び米国大統領マラリアイニシアテイプ (PMI)の

資金支援の下に普及が推進された。しかし、 WHOの急激な指針の転換に ACT

の供給体制は追いつかなかったために、 ACTの供給不足と価格高騰を招き、在

庫も払底した2)。そこで製薬会社は ACTを従来の半額にして販売し、受取国政

府も購入補助を提供した。しかし高い流通・販売費用と相まって、この措置は無

償配布する受取国政府の財政を圧迫した (Njauet al. 2008: Ashraf et al. 2010: 

Shretta et al. 2015)。そこでグローバル・ファンドは、途上国の行政機構を通さ

ずに、 AMFmを通じて直接地元薬局で補助付き価格で販売するプログラムを開

始した。この結果、グローバルには ACTの販売は増加し、過剰在庫は一掃さ

れ、市場価格も低下した (Talisunaet al. 2012)。ところが、補助価格での販売は

超過需要をもたらし、 2010年には販売割当を行わざるを得なくなった (Cohenet 

al 2008; Kamal-Yanni 2012)。しかも多くのマラリア脆弱性の高い人々が利用する

1) フランス NGOのESTHER(病院の連帯ネットワーク）と提携して実施している、医薬

品の必要としている人々の手元に確実に届ける配達状況追跡プログラム (ESTHERAID)

は例外的に配送の追跡を行っている。

2) アルテミシニンは植物由来であるため、供給増加には 7カ月のリードタイムが不可欠で、

高品質を維持するには 2年以内に消費される必要がある。
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民間薬局では、 ACTの市場価格はクロロキンよりも高いままで、 ACTの利用

可能性をあまり改善しなかった (0℃onnell et al. 2011)。途上国の行政機構を通

さずに直接 ACTを地元薬局に供給したことで、地方に点在する不認可薬局への

横流しやマラリア迅速診断テストなしの販売は改善されず、また民間薬局では依

然としてクロロキンや AMTが入手可能であったことが原因であった

(ACTwatch Group 2017; Res 2017)。

そこで Unitaidは、民間部門を対象としたマラリア迅速診断テスト導入のパイ

ロット事業を実施し、診断報酬を供与して医療従事者の所得を向上させること

で、横流しの防止に取り組んでいる (Odugbemiet al. 2018)。

しかし、潜在的神益者の購入可能性や受容性を高めるのに必要なソーシャルマ

ーケティングやコミュニティヘルスワーカーの育成、コミュニケーション戦略

(0℃ onnell et al. 2011; Kamal-Yanni 2012; Selemani et al. 2013)等には未だ十分に

は取り組めているわけではない。同様に、供給システムの持続性と信頼性の向上

に必要となる地球規模での物理的・資金的な緩衝在庫の整備等の市場補完機能の

強化や、受取国における供給システムや情報共有システムの整備 (Shrettaand 

Yadav 2012) も、今後の課題として残されている。

また Unitaidの支援は、効果が見えにくい予防や感染症、市場規模が小さい結

核の新薬開発にはあまり焦点を当ててこなかった (Fan2012)。結核の効果的な

対策には、効果的な治療薬の供給だけでなく、喫煙や生活環境、受取国の医療政

策やサービス等の多面的な改善が必要となるが、対策資金は必ずしも予見可能な

形態では供給されてこなかった (Raviglioneet al. 2012)。しかも最新の薬剤でも

効果がなく打つ手がないといわれる超多剤耐性結核が出現しているにもかかわら

ず、 MDR-TB治療薬を筆頭に薬剤耐性のある結核の治療薬の開発費用が高騰し

ているため、市場ベースの解決法の適用が困難となっている。

3 適応基金

(l)概要

適応基金は、途上国の気候変動に脆弱なコミュニティで具体的な適応事業を実

施することを目的として、 2001年に設立された。そして2007年に IPCC第4次評

価報告書が公表され、世界的に適応に対する関心が高まったことを契機として、
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認証排出削減量 (CertifiedEmissions Reduction: CER)の2%及び任意拠出を財

源として確保することで、運用を開始した。

適応基金の特徴は、直接アクセス方式 (directaccess modality) を導入し、事

業実施地域の利害関係者との対話を反映した事業の詳細設計の立案と提案を義務

化したことである。直接アクセス方式とは、受取国の国内機関が多国間資金メカ

ニズムから直接事業資金を受け取って事業の立案・ 設計・管理・監査・評価とい

う事業サイクルのすべてを自らの責任で実施する事業実施方式を指す。

GEF等の従来の多国間基金の支援事業では、世界銀行や国連機関等の多国間

開発機関が事業を立案・管理し、受取国の国内機関はその一部を執行するにすぎ

なかった。しかも国連開発計画 (UnitedNations Development Programme: 

UNDP)や国連環境計画 (UnitedNations Environment Programme: UNEP)は、

成果ベースの管理を強化してトップダウンで事業の進捗管理をより厳格に行うよ

うになった。具体的には、四半期ごとの資金支出報告書及び年次実績報告書に加

え、半年 (UNDPでは四半期）ごとに受取国の執行機関に事業進捗報告書の提

出を求め、それを事業実施前に立案した進捗計画に照らして評価し、事業継続の

判断を行うようになった (UNEP2013; UNDP 2011)。

これに対して直接アクセス方式は、受取国の国内機関が事業サイクルのすべて

に対して実施責任を負うことで、受取国の開発戦略や優先順位を事業の内容や評

価指標に反映させることを可能にした。また、適応基金への資金支出報告書の提

出を半年ごと、実績報告書の提出を年次とすることで、事業の進捗管理に柔軟性

を与え、現地の文脈に整合的に事業を進めることを可能にした。

そして事業実施責任を持つ受取国の国内機関に事業コンセプトの採択時に 3万

米ドルを上限とする事業形成のための無償資金を供与することで、事業実施地域

の利害関係者との対話とその結果を反映した事業計画の立案を促している5

GEFやクリーン開発メカニズム (CleanDevelopment Mechanism: CDM)事業

では、事業への参加者は、地方政府や組織、コミュニティの代表に限定され、コ

ミュニティの人々の参加は必ずしも確保されていなかった (Biaginiet al. 2012)。

しかしこの参加形態は、必ずしもコミュニティの人々の知見や開発ニーズを組み

込むわけではないため、適応事業のデザインを長期的には気候変動に対する強靱

性 (resilience) を悪化させるものに変えうる (maladaptation:Ayers et al. 

2010)。その反面、設計段階でその開発ニーズを事業の設計に組み込めば、その
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権限や利用可能な資源を拡大ないし有効活用することができるため、その強靱性

は向上する (Ayersand Huq 2009)。しかも従来の慣行を変化させる事業提案に

対する受容性と当事者意識 (ownership)を高める (Fazeyet al. 2010)。そこで、

支援効果の向上が期待できる。

ところが、事業実施機関が適応基金の支援事業の全サイクルの管理・遂行に十

分な能力を有しているとは限らない。また事業実施能力を有していても、資金管

理の透明性が不十分で資金流用や汚職を起こし、あるいは事業の環境社会影響へ

の配慮や女性の衡平性、エンパワーメントを十分に確保できるとは限らない。

そこで適応基金は、ロジカルフレームワークに基づいた戦略的成果測定枠組み

を構築し、アウトプット及びアウトカム指標を用意した。その上で、事業実施主

体に枠組みと整合するように提案事業の目的を定義し、評価指標を選択し、現実

的な数値目標を設定し、予算化したモニタリング・評価計画を事業申請時に提出

することを義務づけた。そして実際のモニタリングにおいても、データ収集源や

収集方法、頻度、責任主体を明記させることで、虚偽の報告を防止しようとして

いる (AdaptationFund 2011)。

同時に、適応事業の国内実施機関や多国間実施機関として事業実施主体となる

ための認証プロセスを設けた。そして資金流用や汚職防止ポリシーを制度化した

ガヴァナンスの確立や第三者機関による外部監査等の信託基準 (fiduciarystan-

dards)の遵守を要件とし、 2013年に環境社会政策の、 2016年以降はジェンダー

政策の遵守を要件に加えることで、実施機関の説明責任を確保しようとした。

とはいえ、認証要件とその審査、その申請事業の審査が厳格であるほど、国内

実施機関による事業実施を遅らせる。結果、 GEF支援事業や CDM事業と同様、

事業実施能力の高い多国間機関や受取国の国内実施機関に資金配分が集中し、資

金配分の衡平性は確保されなくなる (Rutheret al. 2014)。また脆弱性の高い地

域への資金配分も小さくなり、小規模でローカルな活動を行う機関の国内実施機

関 (NationalImplementing Entity: NIE)認証を阻害する (Acclimatiseand 

Rivard 2012)。

そこで、受取国当たりの資金配分上限を1000万米ドルに設定し、少数の受取国

に資金配分が集中しないようにした。そして多国間機関に対する資金配分上限を

全配分額の半分とするシーリングを設定して、直接アクセス方式による資金配分

を確保しようとした (AFB2012)。さらに小規模事業者向けの簡易認証プロセス
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と、国内実施機関による国内のパートナー機関の適応事業実施を支援する強化直

接アクセス方式 (enhanceddirect access) を導入して、小規模事業の水平展開

を支援している (TANGOInternational 2018: 41)。

(2)成果

適応基金は、 2011-17年に、 28の最後発発展途上国と 19の小島嶼開発途上国で

の事業を含む74事業、事業費総額4.7億米ドルを承認した。国内実施機関の認証

数は、 2013年までは15機関、承認事業件数は 5カ国 5件に止まっていたが、その

後急速に増加し、 2018年 3月末時点では、 28機関が国内実施機関の、 6機関が地

域認証機関の認証を受けた。そして国内実施機関による承認事業は15カ国22事

業、事業費総額1.1億米ドルに、地域認証機関承認事業は 4カ国 4事業、事業費

総額3420万米ドルまで増加した。

適応基金の支援で実施された事業は、受取国政府の政策に合致し、かつ事業実

施地域に開発利益をもたらす要素を含むようになった。ウルグアイとインドの事

業では、適応基金の資金で、それまで国連機関等の多国間認証機関 (Multilater-

al Implementing Entity: MIE)の支援を受けて実施してきた気候変動対策事業と

は別に、政府が優先課題として掲げていた分野の事業を実施した3)。そして地元

で管理可能な気候変動対応型生産方法を導入して、農林水産業の生産性向上とそ

の従事者の収入安定化を通じた強靭性の強化を目的としたサブプロジェクトを実

施した。その過程で、地元コミュニティを含む主要な利害関係者に対する啓発活

動や対話を行い、顕在化されたニーズを事業に反映している（森 2015)。

また、コミュニティの適応能力を制度的に強化する事業も増加した。農業を対

象とした適応策では、水利用組合や農業組合の設立とそれを通じた利用料の徴

収、徴収した料金を管理しコミュニティの投資資金に充当する回転資金への支援

が、多くの支援事業で実施されている (AFB2017a, 2017b; Cesilini 2016; Mori 

and Im 2017)。さらに直接アクセス方式の事業では、中間評価を進捗管理の手段

3) ウルグアイでは、世界銀行が中規模酪農家の適応策を10年以上支援してきたが、政府は小

規模酪農家対策を優先課題としていた。またインドでは、 GEFやその実施機関である

UNDPは気候変動緩和を推進してきたが、政府は適応基金からの資金を活用して農林水産

業を対象とした適応事業を実施した。
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としてだけでなく、達成目標を現地の文脈により適したものに調整する機会とし

て活用している丸

(3)成果を上げた要因

適応基金がこうした革新的アプローチを取り続けられているのは、少なくとも

三つの要因が原動力になっているためと考えられる。

第 1は、ガヴァナンス構造である。適応基金は国連気候変動枠組み条約の下に

設置され、資金拠出国・受取国に同等の議決権を配分し、受取国の中でも多様な

利害代表者に議決権を配分している。このことが、理事会に革新的なアプローチ

の開発や急速な政策変更を躊躇わない建設的な文化を、事務局に創造的、協調的

で顧客志向の運営文化をもたらした (TANGOInternational in association with 

the Overseas Development Institute 2015)。そしてこの文化が、 GEF等の既存の

多国間基金では実現できなかったジェンダー政策の導入や、地元コミュニティを

含む利害関係者との対話の事業承認要件化、将来の水平・垂直展開を視野に入れ

た知見・経験管理の義務化、南南協カプログラム等の気候変動脆弱国が最初の一

歩を踏み出すのを支援するプログラムを導入する原動力となった (Adaptation

Fund 2018)。また小島嶼開発途上国や最後発発展途上国代表理事の意見が資金

拠出国と同等の重みを持ったことで、それらの国々への資金配分の確保する手段

として国別資金配分上限が設定された。

第 2は、小規模な財源と GCFの設立・運営開始である。適応基金は、 GEFや

気候投資基金 (ClimateInvestment Fund: CIF)等の他の多国間基金と比較して

予算規模ははるかに小さかった（図表 7-2)。このため、活動の重複を回避する

ためにもニッチに特化した活動をせざるを得なかった。しかも京都議定書締結期

間が終了し、新規の CDM事業が収益を生まなくなり、排出枠価格が低迷する

と、適応基金は主要な財源を喪失した。

他方 GCFは、各国政府の多額の資金拠出と民間資金により、適応基金と重複

する資金支援を大規模に展開している (UNCTAD 2014)。しかも適応基金が先

4) ウルグアイの事業では酪農システムの適応能力をより如実に表す成果指標への変更が

(Cesilini 2016)、ジャマイカの事業では環境紛争の長期化に伴う事業実施の困難からアウト

プット及びアウトカム指標の変更が提案され、ともに理事会で承認された (AFB2018b)。



第7章 グローバル・タックス収入の支出の効果

図表7-2 多国間環境基金への拠出約束額

(2018年 9月末現在）

基金 総額 期間

地球環境ファシリティ (GEF) 178億米ドル 1994-2018年 3月

グリーン気候基金 (GCF) 102億米ドル 2014-2018年 6月

気候投資基金 (CIF) 87億米ドル 2008-16年

適応基金 7.5億米ドル 2010-2018年 6月

出所： GCF (2018), GEF (2018). Climate Investment Funds (2017). Ethics and 

Finance Committee of the Adaptation Fund (2018)に基づき筆者作成。

進的に整備してきた制度、具体的には、途上国代表理事の半数議決権、・直接アク

セス方式及び強化直接アクセス方式、国内実施機関認証や事業提案過程での受取

国政府との事前協議や合意形成の要件化、信託基準、環境社会セーフガード政策

及びジェンダー政策等を導入している。さらに目的適合型認証 (Fit-for-purpose

accreditation)アプローチを採用し、適応基金で国内実施機関に認証された受取

国の国内機関が GCFでも円滑に認証されるようにした5l (Palazy 2015)。そして

適応基金の支援事業をスケールアップした事業を承認し、適応基金の支援事業で

強化された能力と学習した知見を活用した事業を支援している (UNDP2016)。

この結果、多国間実施機関や、適応基金が設定した 1カ国あたり 1000万米ドル

の資金配分上限を使い切った受取国の中には、自ら、あるいは MIEを通じて

GCFから資金支援を獲得して、事業の水平、垂直展開を行うものも現れている。

そこで適応基金は、途上国の国内機関を主眼に置いた支援を、先進国ドナーから

の批判を受けることなく実施できている。同時に、設立時には任務でも優先的分

野でもなかった活動、具体的には、途上国の国内機関の適応資金へのアクセスの

改善やその効果的な適応事業の組成支援、革新的な適応策・技術を組み込んだ事

業への支援、効果的な適応支援や教訓等の知見への投資・蓄積・共有等を戦略的

に推進し、 GCFと差別化することで、生き残りを図ろうとしている (AFB

5)国内機関を信託リスク別（事業管理、無償資金配分、有償資金配分）、事業規模別（極小、

小、中、大）、事業の環境社会リスク別に分類し、カテゴリーごとに異なる認証基準を適用

する (GreenClimate Fund 2014) ことで、小リスク・小規模の実施機関の認証プロセスを

簡素化した。
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2018a; Adaptation Fund 2018c)。

第 3は、適応基金を支える独立のパートナー団体の存在である。適応基金

NGOネットワークは、適応基金理事会に市民社会の意見や決定へのフィードバ

ックを伝達し、その意思決定の効果を高める役割を果たしている (TANGOIn-

ternational in association with the Overseas Development Institute 2015: 43)。同

時に、途上国の認証取得ないし事業組成中の国内機関に適応基金理事会の決定や

知見を伝達し、プロセスの迅速化を支援している。また Climateand Develop-

ment Knowledge Network (CDKN) も適応基金と協働で途上国の国内機関によ

る認証取得や事業組成を支援している。

(4)課題

こうした成果を挙げている半面、少なくとも二つの課題を指摘することができ

る。第 1に、多くの支援事業で事業期間の延長が申請されている。多国間実施機

関の事業では、カンボジアのように、事業が費用効率的に実施できて当初見込み

よりも支出が少なくなったため、その予算を活用して対象地域を拡大して実施す

る目的で期間を延長したものもある。しかし国内実施機関が実施した事業では、

セネガルの事業が事業実施期間と予算の過少見積もりにより (Palazy2015)、ジ

ヤマイカの事業は受取国の環境影響評価制度の不備による環境紛争の長期化によ

り (Peyand Associates 2016)、ウルグアイの事業は天候不順による農業危機と

地元酪農団体の不在によるプログラムの周知不足のため (AFB2018c)等、事業

設計の見通しの甘さに起因するものが少なくない。

第2に、すべての事業で社会経済インパクトの測定指標が事業申請時に設定さ

れ、達成度評価が行われているわけではない。国内実施機関が実施した事業で

は、セネガルの事業は、活動・目標・評価に関する詳細な指標やベースラインを

設定しておらず、アウトカムの事後評価や成果に基づく管理が困難になった

(Palazy 2015)。ルワンダの事業では、中間評価ではアウトプットの達成度評価

しか行われなかった (Mujyanama2016)。多国間実施機関の実施事業でも、 トル

クメニスタンやジョージアの事業では成果に基づいた管理は導入されず (AFB

2017a, 2017b)、カンボジアの事業でも、事業実施地域周辺で進行している森林

伐採と農地転換の影響は評価の対象外とされる (Moriand Im 2017)等、必ずし

も成果を改善する観点から評価を行っているわけではない。

160 



第7章 グローバル・タックス収入の支出の効果

このことは、適応基金の支援する事業、特に直接アクセス方式で実施している

事業は、脆弱性の高いコミュニティの解決策に対する利用可能性、購入可能性、

受容性を高めている半面、問題の早期発見と解決を可能にする事業設計やモニタ

リング活動に課題が残されており、成果に基づく説明責任は必ずしも十分に果た

していないことを示唆する。

これを受けて適応基金は、事業申請の際に気候変動に対する強靱性改善の観点

からの個別事業の確定・設計・事前評価・実施・事後評価方法や、プログラムの

管理・評価方法の記述を求めるようになった。

4 グローバル・タックスの果たした役割

以上の検討を踏まえると、 Unitaidと適応基金では、グローバル・タックスは

少なくとも三つの役割を果たしたと考えることができる。

第 1に、市民社会組織や途上国の代表が理事会の決定に影響を有する新たな多

国間基金の設立を可能にした。このことが、ミッション主導の運営文化をもたら

し、既存の援助機関や多国間基金では実施が困難であったニッチで革新的な手法

ー一医薬品の共同購入による市場ベースの解決法や直接アクセス方式によるボト

ムアップ型の事業形成・実施一~の導入を可能にした。

第 2に、より効果的な医薬品と適応策の供給を増加した。 Unitaidと適応基金

の運営開始時には、既にグローバル・ファンドや CDMが医薬品の供給や気候変

動緩和事業を開始していた。ところが、これらの資金メカニズムが供給する解決

策は、必ずしも脆弱性の高い人々のニーズに合致し、あるいは購入可能なもので

はなかった。航空券連帯税は、 Unitaidの歳入を予見可能なものにすることで、

パートナー機関との共同調達に関する提携と、製薬企業との価格交渉を有利に進

めることを可能にした (WorldBank and GAVI Alliance 2010)。また CDM事業

収益からの歳入は、 2001年のマラケッシュ合意で設立が決まったにもかかわらず

資金不足で運営開始の目途が立たなかった適応基金に運営資金を供給する役割を

果たした。そして気候変動緩和一辺倒であった先進国の資金拠出を、小規模なが

らも気候変動適応にも振り向ける触媒の役割を果たした。

第 3に、逆説的ではあるが、市場環境の変化に伴って市場取引に依拠する財源

が減少したことが、基金の解決法の革新性への特化を高め、成果に基づく管理を
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強化し、先進国ドナーの任意拠出を引き出した。 Unitaidは、英国政府からの拠

出6)や、ビル＆メリンダ・ゲイツ財団、スペイン等新規ドナーからの複数年の

資金拠出を受け入れることで、歳入を確保してきた (Atunet al. 2017)。自国企

業が開発を主導する医薬品や統合的対策がWHO承認を得て市場を創造できれ

ば、大きな経済的便益をもたらすためである。適応基金は、主としてドイツが任

意拠出を行ってきた。ドイツは多国間気候変動基金の結果指向で構造転換を促す

資金を受取国が効率的に使用するための基盤として、受取国の制度能力の強化、

国家気候変動戦略の策定、質の高いプログラムや事業の提案を重視し、その実現

を目的とした気候変動基金準備プログラムを支援している (FederalMinistry for 

Economic Cooperation and Development 2013)。このプログラムは当初 GCFを

対象としたものであったが、適応基金に資金を拠出するにあたり、同様のプログ

ラムの展開を求めてきた。

この考察は、グローバル・タックスによる税収を増加させて Unitaidや適応基

金の事業規模を拡大することだけが、効果を高める手段ではないことを示唆す

る。小規模であれば、資金不足のために困難になっていた資金支援を充足させる

ための革新を促すことができる。しかし受取国の事業実施能力以上に資金規模を

拡大すれば、第 2節で提起したラストマイル問題や誤った適応策 (maladapta-

tion) を引き起こすリスクを高める。

同時に、グローバル・タックスの増税分をグローバル・ファンドや GCF等の

既存の多国間基金の追加的財源としても、それらの活動の効果を改善するとは限

らないことも示唆する。グローバル・タックスが Unitaidや適応基金の理事会の

構成を変え、理事会や事務局の文化を変えることができたのは。それらが新設の

組織であったためであった。既存の組織の財源にグローバル・タックスを追加し

ても、組織文化を変えることにはならない可能性が高い。しかも財源に市場取引

に依拠するグローバル・タックスを加えれば、多国間資金メカニズムの説明責任

や資金支出の透明性を低下させるリスクを持つ (Fraundorfer2015)。市場を通

じた間接税のため、政府の直接資金拠出を比較すると、多国間基金の資金管理や

使途に対する関心が低く、監視手段も限定されるためである。グローバル・ファ

ンドやゲイツ財団は、自らが重要と定義した内容に基づいて供給する医薬品の優

6)英国政府は、 2011-13年に毎年5300万ポンドの拠出を確約した (Unitaid2011)。
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先度を決めており、必ずしも受取国政府や潜在的碑益者のニーズを考慮している

わけではない (Deviand Rajaie 2008)。Unitaidも、航空券連帯税からの収入割

合が上昇した2014-17年には年次報告書を公表せず、理事会議事録も全てを公表

しているわけではなく、公開のタイミングも遅かった。適応基金や GCFが成果

に基づいた管理や評価を継続しているのは、受取国の当事者意識の向上が国際支

援の基本原則となり、世界銀行や UNDP等が従来用いてきた厳格な資金管理手

法を取ることが困難となったことだけが理由ではない。国際支援の対象が効果の

顕在化に長期間を要し不確実性の高い事業へと拡大する中で、資金拠出国の合意

を得る上で不可欠になったためであった (Uitto2014)。

このことは、仮にグローバル・タックスの収入が再び増加し、地球規模課題の

解決に向けての資金拠出を増加させることができるようになったとしても、現行

のガヴァナンスのままではラストマイル問題の克服は困難であることを示唆す

る。グローバル・タックスを管理・使用する多国間基金の透明性の向上を確保

し、支援の結果に対する説明責任を確保する制度を発展させつつ、受取国の既存

のシステムや慣行の改善を促すことが不可欠であることを示唆する。そしてその

ためにも、受取国や解決策を必要とする人々のニーズに合致させるだけでなく、

その熟議や協働を通じて主体的な取り組みを促すことを可能にする解決策を数多

く創出していくことが不可欠となる。

結輪

本章は、先行研究から多国間基金が成果をもたらす要件を導き出し、その要件

を基準として Unitaidと適応基金の支援事業の成果のメタ分析を行った。その上

で、これら多国間基金の成果をもたらす上でグローバル・タックスが果たした役

割を検討した。この結果、以下の知見を得た。

第 1に、グローバル・タックス収入をこれまで支出してきた三大感染症対策と

気候変動適応対策が成果を得るには、ラストマイル問題、ミクロ・マクロ間逆

説、誤った適応策を克服する必要がある。具体的には、グローバル及びローカ

ル、短期的及び長期的にも問題解決をもたらす解決法の開発と検証、脆弱性の高

い人々のその解決法へのアクセス、物理的な利用可能性、購入可能性、受容性の

改善が不可欠となる。

第 2に、 Unitaidは、他の多国間基金や機関の活動と協力の下に、 WHO承認
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薬の市場を通じた安価な供給という市場ベースの解決法を支援することで、受取

国の既存の医療システムや慣行による効果の低下を回避し、より効果的な解決法

の確立とアクセス、利用可能性及び購入可能性の改善に取り組んできた。しか

し、受取国の既存の医療システムや慣行が、 Unitaidの支援する解決法に対する

人々の受容性の向上を妨げ、ラストマイル問題の克服を困難にしている。

第 3に、適応基金は、途上国の国内実施機関の説明責任を強化したうえで具体

的な適応事業を実施する資金を供給することで、コミュニティの主体的な活動を

促し、ラストマイル問題の克服に取り組んできた。しかし、受取国の制度能力や

事業形成能力が不十分なだけでなく、成果測定が困難なために資金提供者に目に

見える便益を提示できず、財源の拡大や長期的・安定的な財源の確保を困難にし

ている。

第 4に、グローバル・タックスは、 Unitaidと適応基金の取り組みを資金的に

支えるだけでなく、理事会や事務局に、市場ベースの解決法や顧客ベースの解決

法という革新的な支援を推進する組織文化をもたらした。しかし、ラストマイル

問題の克服に十分な長期的・安定的な財源とはなり得ていない。

第 5に、グローバル・タックスの増加が地球規模問題の解決という支出面から

も納税者から受容されるには、その管理・支出の透明性の向上、結果に対する説

明責任の確保、受取国の既存のシステムや慣行の改善等を通じた成果の改善が不

可欠である。これを実現するためには、ラストマイル問題を克服する観点から解

決法を新たに創出することが肝要で、それを可能にするグローバル・タックスの

ガヴァナンスが求められる。

＊本研究は、 JSPS科研費26285041、環境省環境研究総合推進費S-11、及びエス

ペック地球環境研究・技術基金の助成を受けたものである。
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